
平成20年度

当初予算額 構成比 当初予算額 増　減　額 増減率

38,212,000 62.5 36,884,000 1,328,000 3.6 

国民健康保険事業 11,979,120 19.6 12,049,627 △ 70,507 △ 0.6 

老 人 保 健 83,400 0.1 1,108,248 △ 1,024,848 △ 92.5 

後 期 高 齢 者 医療 964,004 1.6 1,000,918 △ 36,914 △ 3.7 

介 護 保 険 事 業 8,078,212 13.2 7,435,377 642,835 8.6 

公 共 下 水 道 事業 1,726,729 2.8 2,162,523 △ 435,794 △ 20.2 

下 水 道 40,917 0.1 41,008 △ 91 △ 0.2 

輝北簡易水道事業 59,813 0.1 68,144 △ 8,331 △ 12.2 

立小野簡易水道事業 2,137 0.0 1,878 259 13.8 

小　　計 22,934,332 37.5 23,867,723 △ 933,391 △ 3.9 

61,146,332 100.0 60,751,723 394,609 0.6 

Ⅰ  平成２１年度鹿屋市当初予算総括表

平成21年度 対前年度比較
区　　　　　分

（単位：千円,％）

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

合　　計

一 般 会 計

収 益 的 収 入 1,635,988

収 益 的 支 出 1,463,423

資 本 的 収 入 3,420

資 本 的 支 出 799,665

水 道 事 業公 営 事 業 会 計
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Ⅱ 平成 21年度一般会計当初予算の概要 

 

１ 予算編成方針 

（１）基本的な考え方 

  国内外の経済金融情勢は、「百年に一度の世界同時不況」により急激に悪化して

きており、地域経済や地方自治体は、これまでにない厳しい時代を迎えている。 

このため、国は平成 21 年度においては、地域活性化及び雇用対策、生活対策を

重点課題の一つと位置づけ、地方交付税等を増額することとしている。 

本市においても、地域産業や市民生活の実情に鑑み、｢市民の暮らしの安心を確 

保しつつ、地域の底力を発揮して、地域産業が持続的に発展できるような基盤づく

りを行うこと｣が最も重要である。 

このようなことから、平成21年度予算は国の政策と一体となって、まず地域活性

化及び雇用対策、市民生活対策に万全を期して積極的に取り組み、また、財政規律

の堅持の観点から、事務事業の厳選による歳出予算の構築を図るとともに、財源の

積極的な確保に努め、中長期的な健全財政の堅持を基本として、地域活性化と財政

健全化の両立を図る。 
{基本方針} 

① 「地域の底力」が発揮できる産業の活性化と雇用対策の推進 

② 市民が安全で安心に暮らせる都市基盤や教育環境の整備 

③ 行財政改革の断行による健全財政の堅持 

 

（２） 主要施策 

 ３つの基本方針に基づき、予算の効率的な執行と事業効果を高めるために、 

    ① 地域産業活性化と雇用対策の推進 

② 安全・安心な暮らしのあるまちづくりの推進 

③ 自然や環境を大切にするまちづくりの推進 

④ 共生・協働で進めるまちづくりの推進 

⑤ 少子高齢化等の対策の推進 

⑥ 市政改革の推進 

の６つの主要施策を中核にして、本市が持続的に力強く発展できるまちづくりの方

向性と強固な基盤づくりに取り組む。 

 

２ 予算規模 

    総額（歳入・歳出） ３８２億１，２００万円 

※前年度と比較すると 

平成２０年度当初予算額 ３６８億８，４００万円 

（１３億２，８００万円・３．６％の増） 



３　歳入歳出予算対前年度比較表

（１）　歳入 （単位　千円）

平成２１年度 平成２０年度 増  減  額 増  減  率

(a) (b) (a)－(b) (c) (c)／(b) ％

１  市税 9,169,101 9,706,101 △ 537,000 △ 5.5 

２  地方譲与税 520,000 590,000 △ 70,000 △ 11.9 

３  利子割交付金 50,000 45,000 5,000 11.1 

４  配当割交付金 9,000 12,000 △ 3,000 △ 25.0 

５  株式等譲渡所得割交付金 1,000 9,000 △ 8,000 △ 88.9 

６  地方消費税交付金 858,000 920,000 △ 62,000 △ 6.7 

７  ゴルフ場利用税交付金 8,000 8,000 0 0.0 

８  自動車取得税交付金 94,000 175,000 △ 81,000 △ 46.3 

９
 国有提供施設等所在市町村
 助成交付金

275,000 260,000 15,000 5.8 

１０  地方特例交付金 105,000 95,000 10,000 10.5 

１１  地方交付税 12,662,000 11,800,000 862,000 7.3 

１２  交通安全対策特別交付金 26,268 27,000 △ 732 △ 2.7 

１３  分担金及び負担金 618,645 594,398 24,247 4.1 

１４  使用料及び手数料 821,048 842,091 △ 21,043 △ 2.5 

１５  国庫支出金 4,108,301 3,794,120 314,181 8.3 

１６  県支出金 2,594,785 2,498,592 96,193 3.8 

１７  財産収入 102,727 106,278 △ 3,551 △ 3.3 

１８  寄附金 2 1 1 100.0 

１９  繰入金 2,005,204 1,729,702 275,502 15.9 

２０  繰越金 550,000 600,000 △ 50,000 △ 8.3 

２１  諸収入 445,319 349,517 95,802 27.4 

２２  市債 3,188,600 2,722,200 466,400 17.1 

38,212,000 36,884,000 1,328,000 3.6 

内 自　　　主　　　財　　　源 13,712,046 13,928,088 △ 216,042 △ 1.6 

訳 依　　　存　　　財　　　源 24,499,954 22,955,912 1,544,042 6.7 

（２）　歳出 （単位　千円）

平成２１年度 平成２０年度 増  減  額 増  減  率

(a) (b) (a)－(b) (c) (c)／(b) ％

１  議会費 315,143 315,958 △ 815 △ 0.3 

２  総務費 4,193,237 4,218,355 △ 25,118 △ 0.6 

３  民生費 12,985,516 12,685,797 299,719 2.4 

４  衛生費 2,493,544 2,441,834 51,710 2.1 

５  労働費 62,819 66,548 △ 3,729 △ 5.6 

６  農林水産業費 2,441,450 2,121,407 320,043 15.1 

７  商工費 574,784 348,097 226,687 65.1 

８  土木費 3,800,604 2,999,555 801,049 26.7 

９  消防費 1,121,486 1,168,888 △ 47,402 △ 4.1 

１０  教育費 4,309,051 4,107,144 201,907 4.9 

１１  災害復旧費 155,545 180,289 △ 24,744 △ 13.7 

１２  公債費 5,442,851 6,029,290 △ 586,439 △ 9.7 

１３  諸支出金 265,970 150,838 115,132 76.3 

１４  予備費 50,000 50,000 0 0.0 

38,212,000 36,884,000 1,328,000 3.6 

款

歳 出 合 計

款

歳 入 合 計
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Ⅳ 平成21年度当初予算の主な事務事業

（1）地域産業活性化と雇用対策の推進…（ 主な事業費　２５事業　1,056,869千円 ）

　①地域産業活性化関連事業 （単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

1
総合交通対策事
業

66,087

○バス路線の維持・確保のため、県代替バスやコミュニティバスの
運行経費を補助する。（平成２０年１０月～２１年９月）

 ・県代替バス運行補助金
 ・コミュニティバス運行補助金
 ・かのやくるりんバス運行補助金

○鹿屋市地域公共交通活性化協議会において、鹿児島中央駅～鹿屋
間の直行バスの運行や市内公共交通の見直し等の取組の検討を行う
ため必要な経費を負担する。

企画調整
課
(3341)

2
地域ブランド創
出プラン策定事
業

9,061

○「かのやブランド創出プラン（仮称）」を策定し、市民や企業な
ど地域全体が共有できる「鹿屋ならでは」の地域イメージを確立し
市内外に情報発信していく地域ブランドを確立する。
 ・プラン策定
 （キャッチフレーズ、ロゴマークの作成）
 ・商標登録業務委託

企画調整
課
(3341)

3
◎定住自立圏構
想推進事業

1,153

○定住自立圏構想の先行実施団体として、定住自立圏の形成に向け
た取組を推進する。

　・国及び周辺市町との調整

企画調整
課
(3341)

4
ふるさと納税促
進事業

1,073

○「ふるさと納税制度」により、地域活性化に資する新たな財源を
確保するため、本市出身者等に対し、本市の魅力や寄附金で行う施
策、制度の概要等を広く発信し、本市への寄附を幅広く呼びかけ
る。

　・市ホームページやパンフレット等による広報
　・ふるさと会の協力等の促進
　・お礼状、地元特産品等の送付外

企画調整
課
(3341)

5
地域産業活動支
援事業

12,875

○産業振興に関する専門家等を配置し、地域内外情報のネットワー
クの構築及び、各種施策・事業を実施することにより、本市の地域
特性である第一次産業を基軸とした産業振興、地場中小企業の育
成・強化、市民・市民団体等による起業・創業等に併せ雇用の場の
創出を図り、自立した地域づくりを推進する。

　・専門相談員及びビジネスマネージャーの配置
　・各種セミナーの開催
　・その他、起業家、市内企業の支援

産業政策
課
(3290)

事　業　名

※「◎」は新規事業 －　4　－



6
◎海外流通支援
事業

565

○「独立行政法人　日本貿易振興機構（ジェトロ）」と連携して、
輸出拡大へ向けた機運の醸成や輸出に関する情報の共有化を図ると
ともに、輸出へ取り組もうとする生産者・産地や企業等の輸出に関
する課題を解決するための支援を行う。
　
　・「貿易実務オンライン講座」の受講
　・ジェトロ鹿児島貿易情報センターへの負担金

産業政策
課
(3290)

7
◎工業団地整備
可能性調査事業

5,386

○企業の受け皿となる本市の工業団地等は、残り少ない状況にあ
る。企業立地を推進するにあたり、工業団地整備は重要であること
から、候補地における基礎調査等を実施し、その課題や団地整備条
件等を整理する。

　・先進地調査（西都市、新潟県魚沼市）
　・工業団地整備可能性調査委託

産業政策
課
(3290)

8
◎がんばる担い
手育成支援事業

9,000

○地域農業の担い手の育成・確保に取り組む地区を対象に農業用機
械・施設の導入等に対する支援を行うことで望ましい農業構造の実
現を目指す。

　・対象地区　田渕地区、獅子目地区２箇所

農林水産
課
(3202)

9
◎がんばる畑作
応援事業

12,530

○畑作生産の振興や畑作生産基盤の整備や畑作事業施策の供給体制
の確立を図るため、設備等や各種機械・器具の導入に対する補助を
行う。

　・いきいき茶産地づくり事業(苗木購入・防霜施設整備補助)
　・畑作物生産条件整備事業(野菜移植機導入補助)
　・甘しょ産地対策事業(収穫調整用機械導入補助)
　・花き生産振興対策事業(電照施設整備等補助)

農林水産
課
(3202)

10
活動火山周辺地
域防災営農対策
事業

116,716

○作物の安定供給と安定生産を確立するため、重点作物の降灰被害
を防止するハウス施設整備等に助成する。（３事業）
　
　①輝北地区　事業内容：ハウス施設整備15棟
　②鹿屋地区　事業内容：(ア)　ハウス施設整備３棟
　　　　　　　　　　　　(イ)　生葉洗浄脱水施設設備

農林水産
課
(3202)

11
◎漁業経営改善
対策事業

16,324

○魚価の低迷や餌の高騰等により漁業者及び漁協の経営環境が厳し
くなってきていることから、漁業者の生餌等購入手数料の一部を助
成することにより、養殖漁業や漁協に経営改善を図る。

　・生餌、粉末、固形餌料の購入手数料4円／kgのうち、0.5円を
　　助成する。

農林水産
課
(3202)

12
◎漁業付加価値
向上対策事業

22,055

○養殖漁業の付加価値を高めるため、新たな加工商品の開発や、養
殖技術の高位標準化、安全衛生管理の徹底を促進する。

　・フィレ加工施設等のＨＡＣＣＰ認証取得助成
　・落とし身加工施設の整備助成
　・国内、海外の販路開拓に対する支援
　・特別漁業振興対策(漁協直売所兼食堂の機能強化補助)

農林水産
課
(3202)

※「◎」は新規事業 －　5　－



13

◎活動火山周辺
地域防災営農対
策事業（畜産部
門）

47,195

○飼料作物の降灰による被害を回避し、良質粗飼料の年間平衡給与
を図るため、飼料作物収穫調整用機械を整備する。（事業費負担割
合　県70％、受益者30％）

　①鹿屋地区　事業内容：トラクター（100PS）ほか１１機種導入
　
　②串良地区　導入機器：トラクター（96PS）ほか１０機種導入

畜産課
(3215)

14
畜産担い手育成
総合整備事業

170,669

○畜産農家の核となる経営体を創出し、畜産主産地の形成を図るた
め、飼料基盤の開発整備、農業用施設の整備等を助成する。

　　補助率：国50％　県22.5％　市及び受益者27.5％（ただし、特
　　　　　　認の場合50％）
　
　①乳用牛　笠野原第一地区（鳴之尾牧場）
　
　②肉用牛　ア　大隅地区（水田等担い手育成型）
　　　　　　イ　肝属なんぐう地区（再編整備型）
　　　　　　ウ　輝北町百引地区

畜産課
(3215)

輝北総合
支所
産業振興
課
(2600)

15
◎肉用牛繁殖基
盤維持拡大促進
事業

20,200

○子牛価格の下落により、肉用牛生産農家の経営環境が厳しくなっ
てきていることから、認定農業者による生産組織の設置や、繁殖牛
の増頭などにより肉用牛生産基盤の充実・拡大を図る。

　・組織の発足運営
　　　肉用繁殖経営担い手連絡協議会（仮称）を発足運営助成
　・増頭対策（現在19,000頭　→　H26.1目標20,000頭）
　　　増頭１頭あたり、50,000円の助成
　　  ※5年間で1,000頭の増加を目標

畜産課
(3215)

16
県営土地改良事
業

217,619

○県営土地改良事業を円滑に推進するため、県営土地改良事業の事
業費の一部を負担する。

　地区数　計１５地区
　　　　　（鹿屋７　吾平２　輝北２　串良４）

農地整備
課
(3230)

17
市単独土地改良
整備事業

28,694

○農村地域の営農環境の整備を図るため、国県補助事業対象となら
ない農業生産基盤の整備を市単独事業で実施する。
　

　・かんがい排水施設整備 ５地区
　　（東原、田崎、小野原、祓川、大姶良）
　・農道整備　３地区
　　（真戸原、仮屋、下祓川）

農地整備
課
(3230)

※「◎」は新規事業 －　6　－



18
◎商工振興資金
利子補給事業

54,801

○市内商工業者の育成及び商工業の振興を図るため、商工業者の制
度資金借入に対し、利子補給補助金を交付する。

　①商工振興資金利子補給金
　　　融資実行日から３年間、返済金利の１．５％に相当する
　　　額（上限４０万円）
　②対象資金
　　　・日本政策金融公庫国民生活事業の対象資金（H20 253件）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H21 331件）
　　　・商工貯蓄共済制度資金　　　（H20　 4件）
　　　　　                        （H21　 4件）

商工観光
課
(3240)

19
◎地域商業活性
化事業

7,000

○厳しい経営環境にある商店街等の活性化を図るため、空き店舗を
活用して新たに創業・出店する事業者に対し改装費等を補助する。

 ・補助内容
　 　改装費　　　500,000円×5件
　　 家賃補助　   50,000円×5件×12月
　　 誘致宣伝費　300,000円×5件

商工観光
課
(3240)

20
◎スポーツ合宿
誘致活動推進事
業

838

○交流人口の促進による地域活性化を図るため、スポーツ合宿誘致
活動を行うとともに、スポーツ合宿等を行う団体に経費の一部を助
成する。

　・スポーツ合宿歓迎報奨金制度に基づく報償金
　・誘致活動（関西方面）

商工観光
課
(3240)

21
◎皆既日食記念
イベント推進事
業

30,668

○きほく上場公園を広域観光ルートや滞在型観光の拠点とするた
め、平成２１年７月２２日の皆既日食に合わせ輝北天球館及びきほ
く上場公園で域内外の小中学生やツアー客等を対象に、観測イベン
トを開催する。併せて、観測・観賞環境を整えるため、輝北天球館
とその関連施設の整備を行う。

  ・イベント関係
　　　鹿屋の「食」の提供及びＦＭラジオの生放送による実況
　　　中継等
  ・輝北天球館等の整備
　  　野外ベンチ設置工事、アクセス道路等整備工事外

商工観光
課
(3240)

公園課
(3440)

22
◎地域産業活性
化推進事業（維
持補修）

7,500

○安全・安心な市民生活を確保し、地域産業の活性化による内需拡
大や雇用創出を図るため、市民生活に直結した足元道路等を補修す
る。

　・側溝舗装新設
　　北郷南線（L=250ｍ）

　・側溝新設
　　上田谷稲迫１号線（L=100ｍ）

道路建設
課
(3410)

23
◎地域産業活性
化推進事業（新
設改良）

138,150

○安全・安心な市民生活を確保し、地域産業の活性化による内需拡
大や雇用創出を図るため、市民、町内会等から要望が多く緊急性の
高い市道等の新設改良を行う。

　本工事費：中都宮線外６線
　測量委託：高牧線外４線
　用地費　：里道上野墓地線外１線
　補償費　：里道上野墓地線外２線

道路建設
課
(3410)

996,159小　　計

※「◎」は新規事業 －　7　－



　②雇用対策関連事業 （単位　千円）

1
◎緊急雇用対策
事業

50,890

◎国の緊急雇用対策である「ふるさと雇用再生特別基金事業（仮
称）」及び「緊急雇用創出事業（仮称）」を活用し、緊急的に失業
者の地域雇用を創出する。

①業務委託
　　・市税催告コールセンター事業
　　・かのやグランドゴルフ場指定管理委託
②直接雇用（計２７名）
　　・不法投棄パトロール・ステーション対策等作業員
　　・市営墓地危険箇所の点検補修及び台帳整備作業員
　　・財産台帳整理業務作業員
　　・鳴之尾牧場作業員
　　・学校施設等の小規模修繕、樹木剪定等の軽作業員
　　・中央公民館外学習センター等清掃作業

収納管理
課
(3121)
市民ス
ポーツ課
(3640)
生活環境
課
(3170)
財政課
(3350)
畜産課
(3215)
教育総務
課
(3621)
社会教育
課
(3650)
建築住宅
課
(3420)
農林水産
課
(3202)

2
◎再就職支援研
修事業

9,820

○失業者の再就職を有利なものとするため、各種の資格取得のため
の研修事業を実施する。
　
  対象者・鹿屋市内に住所を有する者
　　　　・平成20年4月1日以降に離職及び離職予告を受けた者
　　　　　（市外から転入した者も対象）
　
①訪問介護員の養成研修（ホームヘルパー２級課程）
　　高齢化や独居、高齢者のみの世帯が急速に進んでいる中、
　訪問介護員の養成研修を行う。
　
②失業者の再就職対策として、ＩＴ技術者の養成研修を実施する。
　　プログラミング教室及びＣＡＤ教室

高齢福祉
課
(3180)

産業政策
課
(3290)

60,710小　　計

※「◎」は新規事業 －　8　－



(2)安心・安全のまちづくりの推進・・・（ 主な事業費　２６事業　1,873,443千円 ）

（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

1
町内会防犯灯電
気料補助

5,640

○犯罪や事故をなくし、明るく住みよい街づくりを推進するため、
  町内会防犯灯の電気料の一部を助成する。

自治防災
課
(3330)

2 防犯灯設置事業 433

○防犯灯の設置に対し補助を行い、安全で明るい街づくりを目指
  す。

 ・鹿屋市防犯協会の行う防犯灯設置助成事業に対する補助

自治防災
課
(3330)

3 防空壕対策事業 36,871

○市民生活の安全・安心を確保するため、戦時中に造られた防空
　壕の埋め戻し工事を行う。

 ・今年度実施箇所(３ヶ所)
　 　南地区
　　 新川地区
　　 大姶良地区

自治防災
課
(3330)

4
地下壕緊急対策
促進事業

11,600

○安全・安心な市民生活を確保するため、県の補助事業を活用し
　て民間築造の防空壕の埋め戻しと坑口封鎖を行う。

自治防災
課
(3330)

5
◎防災倉庫整備
事業

10,912

○寿地区の防災倉庫建設用地として購入する。

　・購入面積　753㎡
　・地目　畑

自治防災
課
(3330)

6
消防団経費（報
酬等）

118,891

○市民の生命、財産を災害から守るため、消防団員の研修や訓練
　等を実施し、消防団の充実を図る。

　・報酬、出動に伴う費用弁償

自治防災
課
(3330)

7
消防団資機材及
び施設経費

8,413
○市民生活の安全・安心を確保するため、小型動力ポンプを購入
　し、分団に配備する。

自治防災
課
(3330)

8
消防自動車購入
経費

16,600

○火災等から市民を守るため、市消防団の消防自動車を更新する。

　（更新車両概要）
　・消防ポンプ自動車（ＣＤ－1型）
　・百引分団

自治防災
課
(3330)

9 消防水利経費 3,000

○火災から市民の生命、財産を守り、災害を防止するため、消防
　水利施設を拡充する。

　・地下式消火栓設置（4基）

自治防災
課
(3330)

10
◎消防分団車庫
整備事業

24,277

○消防分団車庫を新築し、地域における防災活動拠点とする。

　・消防分団車庫新築工事－西俣分団

自治防災
課
(3330)

事　業　名

※「◎」は新規事業 －　9　－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

11
◎かのや食と農
の交流推進事業

1,238

○本市の食育及び地産地消に関する基本方針や推進体制（庁内関係
課、関係機関、生産者等との連携）、実施事業の体系を明確化にす
るための計画を策定する。

　・鹿屋市食育推進基本計画（仮称）策定

産業政策
課
(3290)

12
主要幹線道路整
備事業

319,480

○幹線道路の改良・拡幅等を行い、交通の円滑化による事故防止に
努めるとともに、市民生活の安全の確保を図る。

（鹿屋地区）
　①名貫川西線（L=48ｍ）
　②上谷稲迫２号線（L=95ｍ）
　③西原郷之原線（L=132ｍ）
　④飯隈樋渡線（L=39ｍ、橋梁整備）
　⑤寿光同寺線
　⑥祓川労住１１号線
（串良地区）
　①星ヶ丘矢柄線（L=155ｍ）
　②下方限共心線

道路建設
課
(3410)

13
道路橋りよう起
債関係事業

135,358

○利用度の高い地域内の生活道路を拡幅改良し、地域住民の生活環
境の改善を図る。

（鹿屋地区）
　①新川田崎線（L=250ｍ）
　②南福山線（L=135ｍ）
　③桜ヶ丘郷之原２号線（L=59ｍ）
（吾平地区）
　①鶯永野田基幹道路（L=170ｍ）
　②坂元堀木田線（L=120ｍ）
　③立元小存線（L=11ｍ、橋梁拡幅整備）
（輝北地区）
　①前床・管理所線線（L=150ｍ）

道路建設
課(3410)

14
防衛施設調整交
付金事業

62,160

○特定防衛施設周辺整備調整交付金事業を活用し、側溝の改修等を
行い、生活環境基盤の整備促進を図り、地域の民生安定に寄与す
る。

（工事箇所）　①工業高校前田崎線　　　L= 58ｍ
　　　　　　　②芝原下１号線　　　　　L=390ｍ
　　　　　　　③野里川西線　　　　　　L=150ｍ
　　　　　　　④高校西線　　　　　　　L=290ｍ
　　　　　　　⑤高須新村線　　　　　　L=330ｍ
　　　　　　　⑥緑山３号線　　　　　　L=290ｍ
　　　　　　　⑦笠之原水道線　　　　　L=135ｍ

道路建設
課
(3410)

15
防衛施設民生安
定事業

70,290

○防衛施設周辺民生安定施設整備事業補助金を活用した、市道の新
設を行い、交通環境・生活環境の基盤整備を図り、もって、地域の
民生安定に資する。

　路線名　：上田崎線
　全体計画：Ｌ＝１，２５０ｍ　Ｗ＝９．５ｍ

道路建設
課
(3410)

※「◎」は新規事業 －　10　－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

16
県単急傾斜地崩
壊対策事業

30,000

○急傾斜地の崩壊防止工事を行うことにより、災害の未然防止を図
り、地域住民の生命･財産を保護し、民生の安定、国土の保全に資す
る。
（県補助５０％）

（工事箇所）
・田渕２地区（大姶良町）
　工事内容：待ち受け擁壁工　L=15ｍ
　　　　　　現場打ち法枠工　A=330㎡

・恵比須２地区（高須町）
　工事内容：モルタル吹き付け工　L=80m　Ａ＝700㎡

道路建設
課
(3410)

17
市営住宅火災報
知器設置事業

3,745

○平成１６年６月の消防法改正に伴い、平成２３年５月までに全て
の住宅（寝室及び寝室がある階段等）に火災警報器設置が義務化さ
れたことにより、市営住宅への設置を年次的に行う。

　整備年度　　　平成19年度～平成22年度（４年間）
　対象団地戸数　2,026戸

（平成21年度整備内容）
　・整備地区：吾平地区
　　対象団地：24団地
　　対象戸数：250戸
　　設置個数：749個（部屋の数に応じ、1戸あたり2～3個設置）

建築住宅
課
(3420)

18
桜ヶ丘市営住宅
建替事業

605,648

○建物の老朽化や設備の不良化等により住宅機能が著しく低下して
いる桜ヶ丘市営住宅の第１期建替工事を平成２０年度に引き続き行
い、良好な住環境の整備及び居住水準の向上を図る。

　・第１期建替工事
　　期間　　平成２０年度～平成２１年度
　　戸数　　４４戸

建築住宅
課
(3420)

19
都市公園等施設
管理事業

13,650

○市民に安全かつ快適なスポーツ・レクリエーション、憩いの場を
提供するため、都市公園等の施設改修等を行う。

　・施設改修等　　平和公園コンビネーション遊具改修外 公園課
(3440)

20

◎都市公園等施
設整備事業（輝
北ダム移転記念
公園整備事業）

8,000

○国営畑地かんがい事業により整備された輝北ダム敷地内に記念公
園の整備を行い、地域住民をはじめ鹿屋市民へレクリェーション及
び憩いの場を提供する。

　・輝北ダム移転記念公園

　　（上平房地区）①測量　　　Ａ＝７，９００㎡
　　　　　　　　　②実施設計　Ａ＝４，９００㎡

　　（仮屋地区）　①測量　　　Ａ＝５，９００㎡
　　　　　　　　　②実施設計　Ａ＝１，４００㎡

公園課
(3440)

※「◎」は新規事業 －　11　－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

21
小学校施設耐震
化促進事業

82,225

○昭和56年以前に建てられた小学校施設で、耐震性のない建物の耐
震性を確保し、安全・安心な教育環境の整備を図る。

　１年目：耐震診断、耐震設計（鶴羽小）
　２年目：実施設計、耐震補強計画
　３年目：耐震改修工事(耐震補強工事と経年劣化した箇所の軽微
　　　　　な改造工事を行う。)

　平成２１年度事業内容
　①耐震診断：鹿屋小外５校（１３棟）
　②実施設計・補強計画　：東原小外５校（１４棟）
　③補強工事：鶴羽小１校　（　１棟）

教育総務
課
(3621)

22
田崎小学校校舎
増改築防音併行
事業

23,184

○管理教室棟及び西側教室棟は、老朽化が著しく維持管理に支障を
きたしているため、増改築工事及び耐震補強工事を実施する。

　総事業費：６８０，１３３千円（Ｈ２０～Ｈ２２）
　平成２０年度：耐震診断（２，９４６千円）
　平成２１年度：西側教室棟増改築防音併行工事の実施設計＋地質
　　　　　　　　調査管理教室棟大規模改造防音復旧工事の実施設
　　　　　　　　計＋耐震補強計画（２３，１８４千円）
　平成２２年度：西側教室棟増改築防音併行工事＋管理教室棟大規
　　　　　　　　模改造復旧工事

教育総務
課
(3621)

23
中学校施設耐震
化促進事業

17,141

○昭和56年以前に建てられた中学校施設で、耐震性のない建物の耐
震性を確保し、安全・安心な教育環境の整備を図る。

　１年目：耐震診断、耐震設計
　２年目：実施設計、耐震補強計画
　３年目：耐震改修工事(耐震補強工事と経年劣化した箇所の軽微
　　　　　な改造工事を行う。)

　平成２１年度事業内容
　①耐震診断：鹿屋中外２校（８棟）
　②実施設計・補強計画：田崎中外２校（４棟）
　③事務費

教育総務
課
(3621)

24
学校給食セン
ター施設整備事
業

259,419

○安全・安心な学校給食の提供に資するため、南部学校給食セン
ター(仮称)を整備する。

【南部センター：H22年度供開始予定】
　(H20年度) 用地購入、基本・実施設計、地質調査、埋蔵文化財
　　　　　　発掘調査
　(H21年度) 本体工事、監理業務、大型厨房備品購入、
　　　　　  基本・実施設計(受配)
　(H22年度) 大型厨房備品購入、受配施設整備、配送車

教育総務
課
(3621)

25
◎学校保健検診
用器具等整備事
業（小学校）

2,266

○予期せぬ急性心停止、急性心不全、心臓震とうが発生した場合
に、迅速に対応して児童の生命を守るため、市内全小学校に自動体
外式除細動器(ＡＥＤ)を設置する。
　
　①除細動器（ＡＥＤ）　31台×12月
　②小児用パット　　　　31個×12月
　※市内１４中学校には、平成１９年度整備済みである。

学校教育
課
(3630)

※「◎」は新規事業 －　12　－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

26
高等学校施設耐
震化促進事業

3,002

○校舎等施設の耐震性能の向上を図り、生徒の安心・安全な教育環
境の整備に努めるものである。

　①全体計画：平成20年度～平成25年度
　②２０年度：体育館耐震診断
  ③２１年度：体育館実施設計
  ④２２年度：体育館耐震補強工事

鹿屋女子
高
(43-2584)

※「◎」は新規事業 －　13　－



(3)自然や環境を大切にするまちづくりの推進・・・（ 主な事業費　７事業　122,750千円 ）

（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

1
鹿屋市環境基本
計画推進事業

3,678

○市環境基本条例（20年４月施行）に基づき、「環境基本計画」を
策定し、市民、事業者、民間団体、市が役割分担し、さらなる環境
保全推進を図る。

　・鹿屋市環境基本計画作成業務委託（Ｈ２０年度～Ｈ２１年度）
　・環境審議会の開催

生活環境
課
(3170)

2
ごみ減量・リサ
イクル事業

70,850

○資源循環型社会の実現に向け、ごみの減量化・リサイクルを図る
ための各種事業等を展開する。

　・有料指定袋製作
　・ごみ分別指導員等による出前講座の実施及び分別指導等
　・家庭用生ごみ処理機器設置補助
　・鹿屋市衛生自治団体連合会事業補助外

生活環境
課
(3170)

3
環境対策推進事
業

689

○鹿屋市の豊かな自然を次代に引き継いでいくために、環境意識を
啓発するとともに、河川清掃の実施、ＥＭ団子による水質浄化対策
等により、地域の自然環境を保全する。

　・環境出前講座の実施
　・環境監視員の配置（１５人）
　・ウミガメ保護に要する経費
　・ＥＭ団子による水質浄化対策外

生活環境
課
(3170)

4
不法投棄防止対
策事業

5,234

○資源循環型社会を目標とする２１世紀を迎え、残された貴重な自
然を美しく保全し、後世へ引き継ぐため、山間部等への続発する廃
棄物の不法投棄防止対策を実施する。

　・不法投棄パトロール員経費
　・看板・監視カメラ管理用経費外

生活環境
課
(3170)

5
資源物再商品化
事業

31,378

○収集した資源物（びん類・古布）を適切に処理・出荷し、リサイ
クルを図る。

　・びん（無色・茶色・その他）の再商品化委託
　・びんを再商品化するための中間処理業務委託
　　（口がね等除去及び色分け作業）
　・古布の処理委託

生活環境
課
(3170)

6
◎バイオマス利
活用推進事業

723

○平成２０年度に策定した「鹿屋市バイオマスタウン構想」に基づ
き、地域のバイオマス資源の総合的な利活用システムの構築を図
る。

　・バイオマス利活用検討委員会の設置
　・メタン発酵消化液（液肥）の利用に伴う事業研修

産業政策
課
(3290)

7
環境保全型農業
総合推進事業

10,198

○健全な土づくりを基本とする環境に配慮した農業を推進し、安
全・安心な食料の供給基地の創造を目指す。
　
　　・堆肥舎(２層式)整備・ホイルローダー購入補助
　　・土壌診断に係る経費

農林水産
課
(3202)

事　業　名

※「◎」は新規事業 －　14　－



(4)共生・協働まちづくりの推進・・・（ 主な事業費　６事業　155,726千円 ）

（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

1 町内会経費 123,769

○行政事務の円滑化と、コミュニティ組織の中核となる町内会の
　充実・強化を図る。

　①町内会委託事務交付金
　　・市の末端事務を円滑に推進するため、町内会に対し事務
　　　の一部を委託する。
　②町内会指導者等育成事業補助金
　　・町内会長等の指導者の育成を図り、本市の町内会を中心
　　　とする自治活動を充実するため補助する。

自治防災
課
(3330)

2
自治公民館整備
事業

12,943

○地域コミュニティ活動の拠点となる自治公民館の整備を図る。

　・新築事業補助　　　１町内会
　・増改築事業補助　　６町内会
　・補修補助　　　　　５町内会

自治防災
課
(3330)

3
男女共同参画推
進事業

1,508

○「かのや男女共同参画プラン」に基づき、男女共同参画社会の推
進を図る。

　・男女共同参画推進懇話会の開催
　・男女共同参画社会づくりフォーラム外

市民活動
推進課
(3594)

4
市民活動支援事
業

8,911

○地域の町内会・ボランティア団体・ＮＰＯ等の様々な活動を支援
し、市及び市民がともに協力し支え合う、共生・協働による活力あ
る地域社会づくりを目指す。

（1）啓発事業
　　① 地域リーダー育成研修事業
（2）支援事業
　　① 市民活動支援事業（提案公募型委託事業）
　　　・チャレンジボランティア事業
　　　・協働パイロット事業
　　② ボランティア保険加入経費
（3）庁内体制の整備
　　① 共生・協働推進検討委員会の設置
　　② 共働推進員の配置
（4）推進体制の整備
　　① 協働まちづくり推進委員会

市民活動
推進課
(3594)

5
◎農のあるまち
づくり事業

1,076

○共生・協働のまちづくりを実現するため、豊かな自然や文化を継
承するとともに、これらを生かした地域づくりや交流促進に取り組
む集落組織の活動を支援する。

　①集落営農推進事業（重田地区）
　　・集落営農等の合意形成活動や農作業受委託組織の設立に
　　　向けた活動等を実施する集落組織に対し支援を行う。
　②共生・協働むらづくり支援事業（大姶良地区）
　　・新たな村づくりの形成のための活動等

農林水産
課
(3202)

事　業　名

※「◎」は新規事業 －　15　－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

6
農地・水・環境
保全向上対策事
業

7,519

○地域住民が一体となって、農地や農業用用水路・農道などの維持
管理を行う協働活動に対して支援金を交付する。

（負担割合）　国５０％　県２５％　市２５％
（算出基礎）　対象農振農用地の面積に交付単価を乗じて
　　　　　　　得た金額×２５％
（交付単価）　田　４４，０００円／ｈａ
　　　　　　　畑　２８，０００円／ｈａ
（対象地区）　２２地区
　　　　　　　（鹿屋１８地区・吾平２地区・串良２地区）

農地整備
課
(3230)

※「◎」は新規事業 －　16　－



(5)少子高齢化等の対策の推進・・・（ 主な事業費　７事業　229,355千円 ）

（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

1
障害者自立支援
法利用者負担軽
減事業

1,670

○障害者自立支援法の施行により費用負担が改正（上限付き原則１
割負担）されたことに伴い保護者負担が増大したことから、保護者
負担の軽減措置を実施することにより、児童デイサービス利用の抑
制を緩和し、障害児に対する適切な療育等の確保を図る。

（対象）児童デイサービス利用者
（内容）利用者負担の全額を助成
（利用人員）65名

福祉政策
課
(3131)

2
発達障害療育事
業

6,978

○障害児（聴覚、言語機能、発達）に対し、障害程度の軽減に必要
な療育等を実施することにより、障害児の住みなれた地域における
生活を支援し、福祉の向上を図る。

（委託先）　社会福祉法人愛光会
（実施場所）和光学園おひさまキッズ訓練室
（スタッフ）言語聴覚士、医師、心理判定員等
（利用者数）27名

福祉政策
課
(3131)

3
次世代育成支援
対策交付金事業

100,663

○次世代育成支援対策行動計画に定めている延長保育等の事業の実
施を支援することにより、次世代育成支援対策の推進を図る。

（開始年度）平成17年度～
（内　　容）
　1 子育て支援短期利用事業（2カ所）
　2 延長保育事業（H20：20園 → H21：25園）
　3 ファミリー・サポート・センター事業（1ヶ所）
　4 保育所地域活動事業（20園）

子育て支
援課
(3120)

4
地域子育て支援
拠点事業

17,106

○子育ての負担感等の緩和を図り、安心して子育て・子育ちができ
る環境を整備するため、地域における子育て支援拠点の設置を推進
し、地域の実情に応じたきめ細やかな子育て支援サービスの提供を
行うことにより、地域の子育て支援機能の充実を図る。
（開始年度）平成19年度
（内　　容）①ひろば型（つどいの広場）
　　　　　　　・東地区学習センター（直営）
　　　　　　　・リナシティー（委託）
　　　　　　　・串良ふれあいセンター（直営）
　　　　　　　（H20までは串良友愛の郷）
　　　　　　②センター型（地域子育て支

子育て支
援課
(3120)

5
あんしん地域
ネットワーク推
進事業

15,157

○地域の住民・団体等による人的ネットワークである「あんしん地
域ネットワーク」の形成に要する経費
　・あんしん地域ネットワークセンターの設置
　・あんしん地域ネットワーク推進協議会の設置

（事業開始年度）平成１２年度～
　・あんしん地域ネットワークセンターの設置（7ヶ所）
　・地区あんしん地域ネットワーク推進協議会の設置（6ヶ所）
　H21：鹿屋中学校区（予定）

高齢福祉
課
(3180)

事　業　名

※「◎」は新規事業 －　17　－



（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話事　業　名

6
◎妊婦健康診査
事業

82,164

○妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図るため、妊婦健
康診査に必要な経費を助成し、安心して妊娠・出産ができる体制を
確保する。

　妊婦健康診査の公費負担の拡充に要する経費
　・拡充分　９回（助成回数H20:５回→H21:１４回）

健康増進
課
(3060)

7
不妊治療費助成
事業

5,617

○特定不妊治療を受けた夫婦に対して、その費用の一部を助成し、
経済的負担の軽減を図る。

　対象者・・56名（見込み）
　助成額・・10万円（年間）
　助成期間・・継続治療の場合5年を限度
　※平成21年度より助成額を年額5万円から10万円へ増額

健康増進
課
(3060)

※「◎」は新規事業 －　18　－



(6)市政改革の推進・・・（ 主な事業費　４事業　117,170千円 ）

（単位　千円）

予算額 事　　業　　内　　容 課名･電話

1
◎自治体ＥＡ導
入事業

5,933

○業務・システムの一体的な見直しにより、更なる住民サービス
　の向上及び業務の効率化を図る。

①情報システムの将来像について調査検討し、調達指針等の策定
　を行う。
②証明発行業務を集約し、発行窓口の一本化（総合窓口サービス）
　を開始する。

(業務委託の内容)
　・最適化計画の策定に要する調査分析業務
　　(業務システム見直し手法確立)
　・改修業務委託
　　(証明発行窓口の集約に要する案内板やシステム改修など)

情報行政
課
(3530)

2
公会計改革推進
事業

10,069

○「鹿屋市公会計制度改革計画」に基づき、平成２０年度決算にお
いて連結決算による財務４諸表を公表する。

　・全体事業費１７，９５３千円（H２０～２１）
　　① 評価額入り公有財産土地管理一覧表作成
　　② 公有財産台帳管理システム（操作説明書を含む）開発
　　③ 財務４諸表作成
　　④ 一部事務組合、第３セクターとの連結財務４諸表作成
　　⑤ 財政分析作業

財政課
(3350)

3
◎総合支所整備
事業

99,535

○串良総合支所本庁舎（昭和27年建設）の老朽化のため、本年
　９月から現在の串良保健センターに支所機能を移転し、利用
　者及び職員の安全確保を図る。

　(事業内容)
　　・庁舎解体工事  (本庁舎RC2F、1,279㎡外)
　　・保健センター(移転先)改造工事
　　・跡地駐車場整備工事(舗装面積1,400㎡)
　　・屋外便所新築工事(木造平屋建、床面積35㎡）
　　・電算機器等移設業務委託
　　・放送機器更新

串良総合
支所
地域振興
課
(4100)

4
教育改革推進事
業費

1,633

○学校給食制度改革及び学校規模適正化、学校施設耐震化を推進す
るため、地域住民や学識経験者等で構成する学校規模適正化検討委
員会、地区懇話会等で方針等の検討・意見の聴取等を行う。

　・輝北地区学校規模適正化実施計画書に基づき、学校統合推進委
　　員会・専門部会の運営経費。
　　　①推進委員会 33人×2回×2,000円
　　　②専門部 91人(6部会)×2回×2,000円
　・鹿屋市学校規模適正化実施計画書に基づき、複式学級のある６
　　中学校区に説明会を実施、うち２地区に懇話会を設置する。
　　　①懇

教育総務
課(3621)

事　業　名

※「◎」は新規事業 －　19　－



Ⅴ　平成21年度当初予算の新規事業・・・（　３５事業 714,739千円 ）

（単位　千円）
事業名 予算額 事業内容 課名・電話

1
防災倉庫整備事
業
　（再掲）

10,912

　
○寿地区の防災倉庫建設用地として購入する。

・購入面積　753㎡
・地目　畑

自治防災
課
(3330)

2
消防分団車庫整
備事業
　　（再掲）

24,277

○消防分団車庫を新築し、地域における防災活動拠点とする。

　・消防分団車庫新築工事－西俣分団
自治防災
課
(3330)

3
自治体ＥＡ導入
事業
　　（再掲）

5,933

○業務・システムの一体的な見直しにより、更なる住民サービス
　の向上及び業務の効率化を図る。

①情報システムの将来像について調査検討し、調達指針等の策定
　を行う。
②証明発行業務を集約し、発行窓口の一本化（総合窓口サービス）
　を開始する。

(業務委託の内容)
　・最適化計画の策定に要する調査分析業務
　　(業務システム見直し手法確立)
　・改修業務委託
　　(証明発行窓口の集約に要する案内板やシステム改修など)

情報行政
課
(3530)

（単位　千円）
事業名 予算額 事業内容 課名・電話

4
定住自立圏構想
推進事業
　（再掲）

1,153

○定住自立圏構想の先行実施団体として、定住自立圏の形成に向け
た取組を推進する。

　・国及び周辺市町との調整

企画調整
課
(3341)

5
固定資産現況調
査事業

27,000

○固定資産税の課税客体である土地・家屋を航空写真を利用するこ
とにより　地目や課税漏れ家屋等の補促を容易にし、より一層の適
正・公平課税に努める。

　・航空写真撮影（１６コース）
　・航空写真画像データ作成（３６８枚）
　・地番図及び家屋図異動データ更新など

税務課
(3110)

企画財政部

総務部

－　20　－



（単位　千円）
事業名 予算額 事業内容 課名・電話

6
再就職支援研修
事業
　　（再掲）

2,520

○失業者の再就職を有利なものとするため、各種の資格取得のため
の研修事業を実施する。
　
【訪問介護員の養成研修（ホームヘルパー２級課程）】
　　高齢化や独居、高齢者のみの世帯が急速に進んでいる中、
　訪問介護員の確保が急務となっている。

　対象者・鹿屋市内に住所を有する者
　　　　・平成20年4月1日以降に離職及び離職予告を受けた者
　　　　　（市外から転入した者も対象）
　　　　・訪問介護員（ヘルパー）としての知識、技術の習得
　　　　　を希望する者

高齢福祉
課
(3180)

7
妊婦健康診査事
業
　　（再掲）

82,164

○妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図るため、妊婦健
康診査に必要な経費を助成し、安心して妊娠・出産ができる体制を
確保する。

　妊婦健康診査の公費負担の拡充に要する経費
　・拡充分　９回（助成回数H20:５回→H21:１４回）

健康増進
課
(3060)

（単位　千円）
事業名 予算額 事業内容 課名・電話

8
バイオマス利活
用推進事業
　（再掲）

723

○平成２０年度に策定した「鹿屋市バイオマスタウン構想」に基づ
き、地域のバイオマス資源の総合的な利活用システムの構築を図
る。

　・バイオマス利活用検討委員会の設置
　・メタン発酵消化液（液肥）の利用に伴う事業研修

産業政策
課
(3290)

9
かのや食と農の
交流推進事業
　（再掲）

1,238

○本市の食育及び地産地消に関する基本方針や推進体制（庁内関係
課、関係機関、生産者等との連携）、実施事業の体系を明確化にす
るための計画を策定する。

　・鹿屋市食育推進基本計画（仮称）策定

産業政策
課
(3290)

10
海外流通支援事
業
　（再掲）

565

○「独立行政法人　日本貿易振興機構（ジェトロ）」と連携して、
輸出拡大へ向けた機運の醸成や輸出に関する情報の共有化を図ると
ともに、輸出へ取り組もうとする生産者・産地や企業等の輸出に関
する課題を解決するための支援を行う。
　
　・「貿易実務オンライン講座」の受講
　・ジェトロ鹿児島貿易情報センターへの負担金

産業政策
課
(3290)

11
工業団地整備可
能性調査事業
　（再掲）

5,386

○企業の受け皿となる本市の工業団地等は、残り少ない状況にあ
る。企業立地を推進するにあたり、工業団地整備は重要であること
から、候補地における基礎調査等を実施し、その課題や団地整備条
件等を整理する。

　・先進地調査（西都市、新潟県魚沼市）
　・工業団地整備可能性調査委託

産業政策
課
(3290)

12

再就職支援研修
事業（ＩＴ技術
者養成研修事
業）
　（再掲）

7,300

○失業者の再就職対策として、ＩＴ技術者の養成研修を実施する。

　プログラミング教室　１０名
　ＣＡＤ教室　　　　　１０名

産業政策
課
(3290)

産業振興部

保健福祉部
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13
がんばる担い手
育成支援事業
　　（再掲）

9,000

○地域農業の担い手の育成・確保に取り組む地区を対象に農業用機
械・施設の導入等に対する支援を行うことで望ましい農業構造の実
現を目指す。

　対象地区　田渕地区、獅子目地区２箇所

農林水産
課
(3202)

14
農のあるまちづ
くり事業
　　（再掲）

1,076

○共生・協働のまちづくりを実現するため、豊かな自然や文化を継
承するとともに、これらを生かした地域づくりや交流促進に取り組
む集落組織の活動を支援する。

　①集落営農推進事業（重田地区）
　　・集落営農等の合意形成活動や農作業受委託組織の設立に
　　　向けた活動等を実施する集落組織に対し支援を行う。
　②共生・協働むらづくり支援事業（大姶良地区）
　　・新たな村づくりの形成のための活動等

農林水産
課
(3202)

15
がんばる畑作応
援事業
　　（再掲）

12,530

○畑作生産の振興や畑作生産基盤の整備や畑作事業施策の供給体制
の確立を図るため、設備等や各種機械・器具の導入に対する補助を
行う。

　・いきいき茶産地づくり事業(苗木購入・防霜施設整備補助)
　・畑作物生産条件整備事業(野菜移植機導入補助)
　・甘しょ産地対策事業(収穫調整用機械導入補助)
　・花き生産振興対策事業(電照施設整備等補助)

農林水産
課
(3202)

16
漁業経営改善対
策事業
　　（再掲）

16,324

○魚価の低迷や餌の高騰等により漁業者及び漁協の経営環境が厳し
くなってきていることから、漁業者の生餌等購入手数料の一部を助
成することにより、養殖漁業や漁協に経営改善を図る。。

　・生餌、粉末、固形餌料の購入手数料4円／kgのうち、0.5円を
　　助成する。

農林水産
課
(3202)

17
漁業付加価値向
上対策事業
　　（再掲）

22,055

○養殖漁業の付加価値を高めるため、新たな加工商品の開発や、養
殖技術の高位標準化、安全衛生管理の徹底を促進する。

　・フィレ加工施設等のＨＡＣＣＰ認証取得助成
　・落とし身加工施設の整備助成
　・国内、海外の販路開拓に対する支援
　・特別漁業振興対策(漁協直売所兼食堂の機能強化補助)

農林水産
課
(3202)

18

活動火山周辺地
域防災営農対策
事業
　　（再掲）

47,195

○飼料作物の降灰による被害を回避し、良質粗飼料の年間平衡給与
を図るため、飼料作物収穫調整用機械を整備する。（事業費負担割
合　県70％、受益者30％）

　①鹿屋地区　事業内容：トラクター（100PS）ほか１１機種導入
　②串良地区　導入機器：トラクター（96PS）ほか１０機種導入

畜産課
(3215)

19

肉用牛繁殖基盤
維持拡大促進事
業
　　（再掲）

20,200

○子牛価格の下落により、肉用牛生産農家の経営環境が厳しくなっ
てきていることから、認定農業者による生産組織の設置や、繁殖牛
の増頭などにより肉用牛生産基盤の充実・拡大を図る。

　・組織の発足運営
　　　肉用繁殖経営担い手連絡協議会（仮称）を発足運営助成
　・増頭対策（現在19,000頭　→　H26.1目標20,000頭）
　　　増頭１頭あたり、50,000円の助成
　　  ※5年間で1,000頭の増加を目標

畜産課
(3215)
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20
商工振興資金利
子補給事業
　　（再掲）

54,801

○市内商工業者の育成及び商工業の振興を図るため、商工業者の制
度資金借入に対し、利子補給補助金を交付する。

　①商工振興資金利子補給金
　　　融資実行日から３年間、返済金利の１．５％に相当する
　　　額（上限４０万円）
　②対象資金
　　　・日本政策金融公庫国民生活事業の対象資金（H20 253件）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H21 331件）
　　　・商工貯蓄共済制度資金　　　（H20　 4件）
　　　　　                        （H21　 4件）

商工観光
課
(3240)

21
地域商業活性化
事業
　　（再掲）

7,000

○厳しい経営環境にある商店街等の活性化を図るため、空き店舗を
活用して新たに創業・出店する事業者に対し改装費等を補助する。

 ・空き店舗を活用して新たに行う事業者に対して
　 　改装費　　　500,000円×5件
　　 家賃補助　   50,000円×5件×12月
　　 誘致宣伝費　300,000円×5件

商工観光
課
(3240)

22
スポーツ合宿誘
致活動推進事業
　　（再掲）

838

○交流人口の促進による地域活性化を図るため、スポーツ合宿誘致
活動を行うとともに、スポーツ合宿等を行う団体に経費の一部を助
成する。

　・スポーツ合宿歓迎報奨金制度に基づく報償金
　・誘致活動（関西方面）

商工観光
課
(3240)

23
皆既日食記念イ
ベント推進事業
　　（再掲）

4,668

○きほく上場公園を広域観光ルートや滞在型観光の拠点とするた
め、平成２１年７月２２日の皆既日食に合わせ輝北天球館及びきほ
く上場公園で域内外の小中学生やツアー客等を対象に、観測イベン
トを開催する。

商工観光
課
(3240)

（単位　千円）
事業名 予算額 事業内容 課名・電話

24

地域産業活性化
推進事業（維持
補修）
　　（再掲）

7,500

○安全・安心な市民生活を確保し、地域産業の活性化による内需の
拡大や雇用の創出を図るため、市民、町内会等から要望が強く緊急
性の高い道路等の維持補修を行う。
　・側溝舗装新設
　　北郷南線（L=250ｍ）

　・側溝新設
　　上田谷稲迫１号線（L=100ｍ）

道路建設
課
(3410)

25

地域産業活性化
推進事業（新設
改良）
　　（再掲）

138,150

○安全・安心な市民生活を確保し、地域産業の活性化による内需の
拡大や雇用の創出を図るため、市民、町内会等から要望が強く緊急
性の高い道路等の新設改良を実施する。

　本工事費：中都宮線外６線
　測量委託：高牧線外４線
　用地費　：里道上野墓地線外１線
　補償費　：里道上野墓地線外２線

道路建設
課
(3410)

建設部
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26

都市公園等施設
管理事業（輝北
天球館等整備事
業）
   （再掲）

26,000

○皆既日食の観測・観賞環境を整えるため、輝北天球館とその関連
施設の整備を行う。

 
  ・輝北天球館等の整備
　  　野外ベンチ設置工事、アクセス道路等整備工事外

公園課
(3440)

27

都市公園等施設
整備事業（輝北
ダム移転記念公
園整備事業）
　　（再掲）

8,000

○国営畑地かんがい事業により整備された輝北ダム敷地内に記念公
園の整備を行い、地域住民をはじめ鹿屋市民へレクリェーション及
び憩いの場を提供する。

　・輝北ダム移転記念公園
　　（上平房地区）①測量　　　Ａ＝７，９００㎡
　　　　　　　　　②実施設計　Ａ＝４，９００㎡
　　（仮屋地区）　①測量　　　Ａ＝５，９００㎡
　　　　　　　　　②実施設計　Ａ＝１，４００㎡

公園課
(3440)

（単位　千円）
事業名 予算額 事業内容 課名・電話

28
基幹水利施設管
理事業

7,549

○基幹水利施設である輝北ダムの良好な維持管理を２市１町（鹿屋
　市・志布志市・大崎町）で行う。

　・輝北ダム維持管理の業務委託
　・輝北ダム堆砂量測定調査の業務委託

輝北総合
支所
産業振興
課
(2600)

（単位　千円）
事業名 予算額 事業内容 課名・電話

29
総合支所整備事
業
　　（再掲）

99,535

○串良総合支所本庁舎（昭和27年建設）の老朽化のため、本年
　９月から現在の串良保健センターに支所機能を移転し、利用
　者及び職員の安全確保を図る。

(事業内容)
・庁舎解体工事  (本庁舎RC2F、1,279㎡外)
・保健センター(移転先)改造工事
・跡地駐車場整備工事(舗装面積1,400㎡)
・屋外便所新築工事(木造平屋建、床面積35㎡）
・電算機器等移設業務委託
・放送機器更新

串良総合
支所
地域振興
課
(4100)

30
農業研修セン
ター施設等整備
事業

5,834

○細山田農業研修センター農産加工室の老朽化が進んでいることか
ら、器具等を甫木農業研修センター調理室へ移転し、併せて、蒸気
ボイラー・調理備品の更新・外壁等修繕を行う。

串良総合
支所
産業振興
課
(4400)

串良総合支所

輝北総合支所
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（単位　千円）
事業名 予算額 事業内容 課名・電話

31
教育委員会活性
化事業

219

○教育委員会事務事業点検評価事業
　地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に基づき、
　事務事業評価を実施する。
　① 点検評価外部委員報償金 5人×3回

○鹿屋市教育振興基本計画策定
　本市の実情に応じた教育振興に関する計画を策定する。
　① 教育振興基本計画策定検討委員報償金 6人×3回

教育総務
課
(3621)

32
新学校給食セン
ター開設準備経
費

72

○南部学校給食センター（仮称）の平成22年度供用開始に伴い、
　「学校給食における地場産品活用促進協議会（仮称）」を設置
　学校給食への地産地消を推進する。

　・学校給食における地場産品活用促進協議会生産団体出席謝礼
　・研修旅費等（都城市、鹿児島市、薩摩川内市等）
　・事務費（用紙、コピーカウンター料）

教育総務
課
(3621)

33

学校保健検診用
器具等整備事業
（小学校）
　　（再掲）

2,266

○予期せぬ急性心停止、急性心不全、心臓震とうが発生した場合
　に、迅速に対応して児童の生命を守るため、市内全小学校に自
　動体外式除細動器(ＡＥＤ)を設置する。

　①除細動器（ＡＥＤ）　31台×12月
　②小児用パット　　　　31個×12月

学校教育
課
(3630)

（単位　千円）
事業名 予算額 事業内容 課名・電話

34
国民投票投票人
名簿システム構
築事業

3,866

○「日本国憲法の改正手続に関する法律（国民投票法）」の平成22
年5月18日施行に備え、名簿調製、名簿管理のためのシステム及び期
日前投票に対応するためのシステムを構築する。

　・国民投票投票人名簿システム構築業務

選挙管理
委員会事
務局
(3560)

（単位　千円）
事業名 予算額 事業内容 課名・電話

35
緊急雇用対策事
業
　　（再掲）

50,890

◎国の緊急雇用対策である「ふるさと雇用再生特別基金事業（仮
称）」及び「緊急雇用創出事業（仮称）」を活用し、緊急的に失業
者の地域雇用を創出する。

①業務委託
　　・市税催告コールセンター事業
　　・かのやグランドゴルフ場指定管理委託
②直接雇用（計２７名）
　　・不法投棄パトロール・ステーション対策等作業員
　　・市営墓地危険箇所の点検補修及び台帳整備作業員
　　・財産台帳整理業務作業員
　　・鳴之尾牧場作業員
　　・学校施設等の小規模修繕、樹木剪定等の軽作業員
　　・中央公民館外学習センター等清掃作業員
　　・建築確認等申請受付員
　　・農業振興地域整備計画作成補助事務員
　　・耕作放棄地調査員
　　・市税納付指導員

収納管理
課
(3121)
外８課

選挙管理委員会

その他

教育委員会
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